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中継局によるデジタル電波のカバー状況

〔ＮＨＫのデジタル電波カバー世帯数とカバー割合〕
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（注１）NHK資料及び「市町村別ロードマップ」（H19.9）により作成。
（注２）「デジタル電波カバー世帯数」は、高層建築物等の人工障害物がないと仮定した場合に、デジタル電波が届くと想定される世帯数。
（注３）「カバー割合」とは、全世帯数に対する「デジタル電波カバー世帯数」の割合。
（注４）平成１２年度国勢調査の世帯数で算出しているため、全世帯数は、約４７００万世帯。
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ケーブルテレビの地デジ対応状況（全国）
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ケーブルテレビの地デジ対応状況（佐賀県の例）
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ケーブルテレビの加入世帯数と地デジ視聴可能世帯数

○ 平成１９年９月末で、ケーブルテレビに加入している約２１５０万世帯のうち、

地デジが視聴可能な世帯は、約１９８０万世帯

○ ケーブルテレビによる地上デジタル放送の普及目標は、2011年初頭までに全加

入世帯（予測；最大約２３００万世帯）＊「デジタル放送推進のための行動計画(第８次）2007.11.30」より
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ＩＰ同時再送信が可能となるエリア

（出典）ＮＴＴ資料
（注）現行の光アクセスサービス提供エリアは固定電話＋QoS-IP電話（ひかり電話）の契約者数の概ね85%程度をカバー

（注）

IP同時再送信はNGNを活用して提供。

IP同時再送信は、東京・大阪で開始し、NGNの展開・ユーザニーズをふまえつつエリア拡大を行う。
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【アナログ停波時期の認知度の推移】
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総務省の「地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査」（平成19年3月実施）では、
・「アナログ放送停波」の認知度は、９３．９％
・「アナログ停波時期」の認知度は、６０．４％

【調査概要】
(1) 対象地域 全国４７都道府県の全域 (2) 対象者 男女１５歳以上８０歳未満の個人(3) 有効サンプル数 約７０００

アナログ放送終了に関する浸透度

17年調査 18年調査 19年調査

【アナログ放送停波についての認知度の推移】
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（注）日経テレコン２１を用いて、日経四紙および朝日新聞、読売新聞、毎日新聞、産経新聞について、キーワードを「地上デジタル放
送」又は「地デジ」と設定して記事検索を行った結果をグラフ化したもの。

NHK/民放合同キャンペーン
「地デジ告知スポット」放送開始

（H18.2）
普及促進ロゴマークの策定

（H18.3）

地上デジタル放送への注目度

三大都市圏で地上デジタル放送開始
（H15.12） 全都道府県で地上デジタル放送開始

（H18.12）
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総務省の「地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査」（平成19年3月実施）では、
・地上デジタル放送視聴世帯は、２２．０％
・地上デジタル放送対応受信機の保有世帯は、２７．８％

【調査概要】
(1) 対象地域 全国４７都道府県の全域 (2) 対象者 男女１５歳以上８０歳未満の個人(3) 有効サンプル数 約７０００
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アナログ放送終了に関する受信機の保有状況

地上デジタル放送対応受信機の保有世帯の推移
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普及世帯実績
約1,400万世帯
（2007年3月）

普及世帯目標
約1,400万世帯
（2007年3月）

地上デジタル放送対応受信機の普及世帯数

普及世帯割合の推移

２００５年３月（総務省調査） ８．５ ％
↓

２００５年７月（ＮＨＫ調査） ７．３ ％
↓

２００６年３月（総務省調査） １５．３ ％
↓

２００６年７月（ＮＨＫ調査） １７．９ ％
↓

２００７年３月（総務省調査） ２７．８ ％
↓

２００７年７月（ＮＨＫ調査） ３４．２ ％

（注１）総務省調査：地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査。ＮＨＫ調査：受信実態調査。
（注２）調査各時点で対象となるデジタル受信機の種類は異なる。
（注３）図１の「普及世帯実績 約1400万世帯（2007年3月）」は、２００７年３月実施の総務省調査の結果（27.8％）を

総世帯数（約5000万世帯）に乗じて、約1400万世帯と算出。
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普及台数実績
約3,100万台

（2007年12月）

普及台数目標
約2,800万台

（2007年12月）

地上デジタル放送対応受信機の普及台数

普及台数（累積）の推移

JEITA、日本ケーブルラボ調べ

（参考）2007年12月の１ヶ月間の普及台数は、約194万台

２００５年３月末 約404万台

↓
２００５年９月末 約620万台

↓
２００６年３月末 約999万台

↓
２００６年９月末 約1,430万台

↓
２００７年３月末 約2,037万台

↓
２００７年９月末 約2,616万台

↓
２００７年１２月末 約3,058万台
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種類
地上デジタル放送

開始前

17年6月

第5週時点

現在
（20年2月第4週時点）

約76.0万円

（15年9月第1週）
2万円/ｲﾝﾁ

約38.8万円
1.0万円/ｲﾝﾁ

約16．2万円
4.4千円/ｲﾝﾁ

BS・CS110°対応

約68.6万円

（15年10月第3週）
1.6万円/ｲﾝﾁ

約49.8万円
1.2万円/ｲﾝﾁ

約13.8万円
3.3千円/ｲﾝﾁ

約19.7万円

（15年9月第1週）
6.2千円/ｲﾝﾁ

約14.8万円
4.6千円/ｲﾝﾁ

取扱いなし

地上デジタル放送対応受信機の低廉化と多様化

液晶37型

プラズマ42型

ブラウン管32型

15V型 地上･BS･110度CS 
デジタル液晶テレビ
（2006年8月発売）

56,800円

13V型 地上・BS・110度CS
デジタル液晶テレビ
（2006年8月発売）

53,800円

（2008年2月第4週現在、量販店ホームページより）

http://www.yodobashi.com/enjoy/more/i/cat_1045_115_22749203/22446947.html
http://prodb.matsushita.co.jp/product/info.do?pg=04&hb=TH-42PX500
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地上デジタル放送対応受信機の低廉化の推移

地上デジタルテレビ放送受信機のネット販売価格例の推移

※大手量販店数社のネット販売による各インチサイズにおける最低販売価格（地上デジタル推進全国会議事務局調べ）。こ
れは店頭販売価格ではない。また、受信に必要なアンテナ等施工、設置に伴う費用は含まれていない。
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デジタル放送対応のチューナーとアンテナ

外観

機能
通信販売※１

(送料込）
（2008.2.21）

量販店※２

店頭価格
（2008.2.21）

発売日ハイビ
ジョン

データ
放送

双方向
サービス

BS/
CS110ﾟ

○ × × × ¥16,200 ¥19,800 2006/10

○ × × × ¥15,500 ¥19,800 2006/11

○ × × × ¥15,500 ¥19,800 2007/8

○
△

EPGのみ対
応

× × ¥19,800 ¥20,800 2007/10

○ ○ ○ ○ ¥26,800 ¥29,800 2007/12

○ ○ ○ ○ ¥29,100 ¥49,800 2006/2

デジタル放送対応のチューナー

※１ 価格.comによる最安価格 ※２ 都内大手量販店 ※３ アンテナの設置には工事費（３万円程度）が必要。工事費は地域や工事規模等により異なる。集合住宅の場合はアンテナの価格や
工事費が高くなるが、一世帯あたりの費用は戸建て住宅のアンテナの価格や工事費よりも割安になる場合が多い。ブースター（電波の弱い地域や、電波を分配する際に用いられるテレビ電
波を強める機器 数千～１万円程度）が必要になる場合がある。

BS・110度CSﾃﾞｼﾞﾀﾙ対応ｱﾝﾃﾅ※３地上デジタル対応UHFアンテナ※３

量販店※２店頭価格(2008.2.21) ￥ 3,300 ￥ 4,200 ￥6,000 

14素子 20素子室内ｱﾝﾃﾅ

￥ 2,400
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集合住宅共聴施設のデジタル化改修状況

改修済
23.4%(5,387)改修計画中

5.0%(1,159)

改修不要
30.8%(7,088)

未定
40.8%(9,391)

対応済
54.2%(12,475)

全国の４階建て以上の集合住宅2.3万（同総数約52万※（推定約770万世帯）の4.4%）

について、地上デジタル放送対応のための施設改修状況等を調査。

デジタル化改修の進捗状況 デジタル化改修の程度

交換・付加

46.3%(10,659)
調整

15.3%(3,518)

大規模
7.6%(1,760)

改修不要

30.8%(7,088)

出典：集合住宅共聴設備のデジタル放送対応に関する実態調査（２００７年３月(社)日本ＣＡＴＶ技術協会）

半数以上の施設が既に地上デジタル放送に対応済

７割弱の施設で調整・交換等が必要なものの、劣化による線路張替え等での大規模な改修が

必要なものはわずか※

※ ２００７年１月末現在、㈱ゼンリン住宅
地図データベースから集計

※ その場合でも地上デジタル放送に最低限対応するための応急措置（周波数変換パススルー方式。１世帯当
たり改修費用（目安）中（～５万円））は活用可能。
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より豊かな放送サービ
スの実現

周波数の有効利用
各分野への
波及効果

時 間 別 　 　 　 　 　 1 0 日 (金 )

放 送 中 　 　 　 P M 　 1 6 :3 5

　 C h 　 　 番 組 名

　 6 　 　 ワ ー ル ド ミ ュ ー ジ ッ ク

　 1 　 　 金 曜 ド ラ マ

　 3 　 　 ス ポ ー ツ 特 集

　 4 　 　 ヒ ュ ー マ ン ド キ ュ メ ン ト

　 1 0 　 ニ ュ ー ス ス タ ジ ア ム

　 1 2 　 金 曜 洋 画

　 1 4 　 新 東 京 の 名 所

　 3 8 　 プ ロ レ ス ア ワ ー

　 4 2 　 ク イ ズ び っ く り 仰 天

　 4 6 　 イ タ リ ア 語 講 座

詳 細 C h 別

▲

時 間

▼

▲

選 択

▲

北海道の夏は……

ハイビジョン・5.1chサラウンド

データ放送サービ
スの充実

字幕放送

２０１１年以降、需要の増大してい
る分野に電波を再分配（３７０ＭHz
中の１３０MHz）

・移動体向けマルチメディア放送

・自営通信（安全・安心な確保に必要な

電波利用等）

・高度道路交通システム（ＩＴＳ）

・携帯電話等の「電気通信」 等

■電子自治体サービスの普及

地域社会の振興

■学校教育におけるデジタル放送活用
■デジタルコンテンツの活用

教育業界

■インターネットや移動体通信との連携
■デジタルコンテンツの流通促進
■アーカイブなど

通信・ブロードバンド・コンテンツ業界

■デジタル対応テレビ
■情報家電

家電メーカー業界

■t-コマース（TVショッピング等）の 進展

流通業界（通信販売等）

次世代への財産形成

ワンセグなど移動受信

地上テレビジョン放送のデジタル化の意義
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（参考）デジタル化により再分配する電波の各用途のイメージ

放 送 自営通信 Ｉ Ｔ Ｓ 電気通信

ワンセグケータイの急

激な増加に見られるように、

移動体向けのデジタル放送

サービスは、今後新たな放

送ビジネスの一形態として

大きく成長していく可能性。

移動体向けのマルチメ

ディア放送用等に周波数を

確保。

新規事業者等からの参

入要望多数。

従来の音声通信を中心と

する狭帯域のシステムに加

え、より詳細かつ迅速に被

災地等の情報を伝達するブ

ロードバンド無線システム

への要望。

安全・安心のためのブ

ロードバンド移動通信シス

テム用等に周波数を確保。

自治体、警察、消防等か

らの要望多数。

交通事故の未然防止を

目的とした安全運転支援シ

ステム等の高度道路交通シ

ステム（ITS）の早期実用

化への期待大。

車車間通信による、出

会い頭事故防止システム用

等に周波数を確保。

欧米では、VHF/UHF帯
における具体的な動きはな

く日本は先導的立場。

携帯電話の過去の需要

予測を上回る加入者増、音

声通話中心から高度なアプ

リケーション利用への利用

の進展等による周波数需要

拡大。

増大する携帯電話等の

周波数需要に応えるために

周波数を確保。

既存の携帯電話事業者

からの要望多数。

出会い頭シーン
での情報提供

（高度道路交通システム）
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字幕付与可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合の推移

注１：２週間のサンプル週を調査したもの。

注２：この図表における「字幕付与可能な総放送時間」とは次に掲げる放送番組を除く７時から２４時までの新たに放送する放送番組の時間数

①技術的に字幕を付すことができない放送番組(例 現在のところのニュース、スポーツ中継等の生番組)、②オープンキャプション、手話等により音声を説明している放送番
組(例 字幕付き映画、手話ニュース)、③外国語の番組、④大部分が歌唱・器楽演奏の音楽番組、⑤権利処理上の理由等により字幕を付すことができない放送番組

▲ ＮＨＫ（総合テレビ）

◆ 民放（キー５局平均）

字幕放送の放送時間の状況

出典：総務省
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総放送時間に占める字幕放送、解説放送、手話放送時間の割合の推移
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◆ 解説ＮＨＫ教育
▲解説ＮＨＫ総合 ● 手話ＮＨＫ教育

■解説民放（キー５局平均）
2006年度0.3％

■手話民放（キー５局平均）
2006年度0.1％

字幕・解説・手話放送の放送時間の状況

出典：総務省
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経済弱者支援に関する
議論のための参考資料
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平成18年度現在（資料：社会福祉行政業務報告）

「生活保護世帯」に関する資料

※ 保護停止中の世帯を除く。
※ 平成１７年４月より世帯類型の定義を一部変更（「高齢者世帯」：男女と

も65歳以上（平成17年3月以前 は、男65歳以上、 女60歳以上）の者
のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯）

※ 「母子世帯」 ：死別、離別、生死不明及び未婚等により、現に配偶者が
いない65歳未満の女子（平成17年3月以前は、18歳以上60歳未満）と

18歳未満のその子（養子を含む。）のみで構成されている世帯

総 数 ： 約107万世帯

高 齢 者 世 帯 ： 約47万世帯

母 子 世 帯 ： 約9万世帯

傷 病 者 世 帯 ： 約27万世帯

障 害 者 世 帯 ： 約13万世帯

そ の 他 世 帯 ： 約11万世帯

生活保護法により、日本国憲法第25条に規定する理念に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困
窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的
とする制度

〔生活保護制度の概要〕

〔該当世帯数〕

対 象 者 : 資産、能力等すべてを活用した上でも、生活に困窮する者。困窮に至った理由は問わない。

保 護 の 内 容 : 生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助か

ら構成。健康で文化的な生活水準を維持することができる最低限度の生活を保障。

保 護 の 実 施 機 関 : 都道府県知事及び市町村長により設置される福祉事務所の長。

保 護 の 要 否 の 判 定 と

支 給 さ れ る 保 護 費 :
厚生労働大臣

満たない場合

が定める基準で測定される最低生活費と収入を比較して、収入が最低生活費に

に保護を適用し、最低生活費から収入を差し引いた差額を保護費として支給。

収入としては、上記のほか預貯金、保険の払戻し金、不動産等の資産の売却収入等も認定す

るため、これらを使い尽くした後に、初めて保護適用となる。

保 護 適 用 後 の

調 査 及 び 指 導 :
世帯の実態に応じ、年２～１２回の訪問調査を行う。収入・資産等の届出を義務付け、定期的

に課税台帳との照合を実施。就労の可能性のある者への就労指導を実施。
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「ＮＨＫ受信料全額免除世帯」に関する資料

〔制度の概要〕

〔該当世帯数（実数ベース）〕

〇 放送法では、ＮＨＫの放送を受信することのできる受信設備を設置した者は、ＮＨＫとその放送
の受信について契約しなければならないこととされている。

〇 また、ＮＨＫは、あらかじめ総務大臣の認可を受けた基準によらなければ、受信料を免除しては
ならないこととされている。ＮＨＫでは、総務大臣の認可を受けた「日本放送協会放送受信料免除
基準」で免除の基準を定めており、生活保護世帯等の経済的に困窮度の高い世帯に対して受信料を
「全額免除」としている。

＜全額免除世帯※１＞

合 計 ： 約55万

（内訳）

○公的扶助受給者（生活保護世帯等） ：約39万

○低所得の身体障害者※２ ：約14万

○社会福祉事業施設入所者 ：約 2万

○市町村民税非課税の重度の知的障害者 ：約 1万

免除対象世帯※３

約196万

〔参考：免除対象世帯数（推計ベース）〕

※１ 平成１９年３月末現在、ＮＨＫと受信契約をしている世帯数。施設（学校等）を対象とする全額免除の件数は除く。災害被災者（約2千）は、期間を定めて免除するため除いてい
る。単位未満四捨五入のため、合計と内訳は一致しない。平成２０年１０月１日から障害者に対する受信料免除の適用範囲拡大（適用対象に精神障害者を追加等）が実施され
る予定であり、新たに約４万世帯が全額免除となる見通し。

※２ 身体障害者については、福祉事務所長または町村長が、生活保護法による保護の基準の最低生活費の額に身体障害者福祉法に基づく身体障害者特別加算額を加算した額
の費用によって営まれる生活状態以下と認める世帯に限る。

※３ 免除対象世帯数の推計は、公的扶助受給者、身体障害者：厚生労働省 「社会福祉行政業務報告」、重度の知的障害者：厚生労働省 「知的障害児（者）基礎調査」）による
（ＮＨＫ調べ）。

※４ 全額免除世帯の他、半額免除世帯（約39万：平成１９年３月末現在、ＮＨＫと受信契約をしている世帯数）として、視覚・聴覚障害者、重度のし体不自由者、重度の戦傷病者が
ある。平成２０年１０月１日から障害者に対する受信料免除の適用範囲拡大（適用対象に身体障害者のうち内部障害等を追加等）が実施される予定であり、新たに約１７万世
帯が半額免除となる見通し。

受信契約をしていない世帯を含めた全
額免除世帯の対象世帯数
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高齢者及び障害者に関する資料

国勢調査では、６５歳以上の者を高齢者と定義。
６５歳以上７５歳未満 約1,410万人
７５歳以上８５歳未満 約870万人
８５歳以上 約290万人

世帯全員が、６５歳以上高齢者のみの世帯数（高齢者が１人で世帯を構成する場合を含む）

約840万世帯

障害者基本法では、身体障害、知的障害又は精神障害があるため、継続的に日常生活又は社
会生活に相当な制限を受ける者を障害者と定義。

身体障害者：約490万人(1級：約147万、2級：約85万、3級：約84万、4級：約106万、5級：約34万、6級：約33万）

うち視覚障害者：約39万人
（1級：約13万、2級：約11万、3級：約3万、4級：約3万、5級：約5万、6級：約4万）

うち聴覚障害・平衡機能障害者：約45万人
（1級：約2万、2級：約11万、3級：約6万、4級：約9万、5級：約3千、6級：約17万）

知的障害者：約73万人（重度：約33万人 、中軽度：約40万人）

精神障害者：約40万人（ 1級：約7万 、2級：約25万、3級：約8万）

高齢者の数

障害者の数

※身体障害者：身体障害者手帳交付台帳登載数（厚生労働省 平成18年度「社会福祉行政業務報告」）
知的障害者：療育手帳交付台帳登載数（厚生労働省 平成18年度「社会福祉行政業務報告」）
精神障害者：精神障害者保健福祉手帳交付台帳登載数（厚生労働省 平成18年度「保健・衛生行政業務報告）」（平成18年度末交付者

数から有効期限切れのものを除した数）

※高齢者人口：総務省 平成17年「国勢調査」、６５歳以上高齢者のみの世帯数：厚生労働省 平成18年度「国民生活基礎調査の概況」
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衛星セーフティネットに関する
議論のための参考資料
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セーフティネットの対象となり得る世帯（ＮＨＫの例）

地上アナログ放送を視聴できる世帯

地上デジタル放送を視聴できる世帯

地形等の要因により、ＮＨＫの
地上アナログ放送が視聴でき
ない世帯

【約4万8千世帯】

ＮＨＫの地上アナログ放送は視
聴できたが、地上デジタル放送
は視聴できない世帯

【約30万世帯（現時点）】

地上デジタル放送完全移行前（～２０１１年）

地上デジタル放送完全移行後（２０１１年～）

セーフティネット
の対象

セーフティネット
の対象とするか
について要検討

※民放の場合には、「【約６０万世帯（現時点）】」である。
出典：ＮＨＫの衛星放送の保有チャンネル数の在り方に関する研究会（第３回）総務省提出資料を修正

※
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BS放送の受信状況

第３０回受信実態調査（平成１９年７月ＮＨＫ実施）より

〇 BS放送を受信している世帯は48.3％ で、昨年（46.8%）から1.5ポイント増加している。
〇 BS放送を受信している世帯全体の増加率と比較して、BSデジタル放送を受信している世帯の

増加率は大きく、アナログからデジタルへの置き換えが進んでいると考えられる。

【調査時期】平成19年7月
【調査対象】平成19年3月末の放送受信契約世帯（事業所を除く）から無作為2段階抽出した4,500世帯
【調査方法】事前に調査票を郵送の上、視聴者技術職員等の訪問による面接・宅内調査
【有効標本】 3,034世帯有効標本率：67.4％
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ＢＳデジタル放送を提供している放送事業者

（注１）有料又は無料は、平成２０年２月時点。（注２）データ放送のみを提供している事業者を除く。

衛星セーフティネットのためのパラボラアンテナやチューナーで、
これらの放送を視聴することが可能

無料で提供する放送 ○ (株)ＢＳ日本

○ (株)ビーエス朝日

○ (株)ビーエス・アイ

○ (株)ＢＳジャパン

○ (株)ビーエスフジ

○ 日本ＢＳ放送(株)
○ ﾜｰﾙﾄﾞ･ﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ･ﾁｬﾝﾈﾙ（株）

有料で提供する放送 ○ ＷＯＷＯＷ

○ (株)スター・チャンネル

受信料で提供する放送 ○ ＮＨＫ

２０１１年には、
放送事業者数
が増加する予定
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（参考）共聴施設の維持管理

地上テレビジョン放送の電波が届かない地域では、視聴者が共同で受信する施設（共聴施設）を
整備し、地上テレビジョン放送を視聴している。共聴施設に加入している世帯は、
施設の維持管理のために必要な費用（１世帯あたり毎月数百円程度）を負担している場合が多い。

共聴施設の維持管理のために、
加入世帯が一定の負担

受信点設備等 線路アンプ調整
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